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1 .はじめに
生涯学習時代の到来といったことが言われる
ようになって久しいが、教育基本法改正後は、
「生涯学習」を推進する政策的な位置づけが変
化してきた動きがあることに重要な意味を持っ
と考える。「生涯学習Jの主体である個人の学
びも多様化・高度化するとともに、その学びを
サポートし生涯学習の推進の一端を担う大学・
行政・社会教育施設等、さらにNPOや民間教
育産業の各種の取り組みが多様な学習プログラ
ムを開発し続けている。この状況をふまえた「生
涯学習研究Jも、多様な領域・角度から追求さ
れてきている。
「大学開放」という場合、各大学の状況に応
じて実践されているのではあるが、改めてその
基本的な戦略を捉え直すと、地域生涯学習の推
進という視点では一つの役割を担うことで設定
されると言える。国立大学に即して考えた場合
には、 「研究・教育・社会 (地域)貢献」とい
う3本柱が基本的な役割として設定され、その
「社会 (地域)貢献」を具体化するものとして「大
学開放」が捉えられることも多い。筆者は、「研
究」と「教育」においても「大学開放」が追求
し得る(実際に追求されている)ものと考えて
いるが、それにしても「地域生涯学習の推進」
に大きくコミットすることが重要である、と考
える。
「地域生涯学習」の担い手としては、地域課
題や住民の生活課題の克服を目指す住民の「学
び」を基本として考えた場合、個人とともに様々
な組織・団体・機関(大学・行政・企業・ボラ
ンテイア.NPOなど)が考えられるのであり、
それらがネットワークを形成することで「地域
生涯学習」の推進が可能になる。
ところで、博物館は、主要な「社会教育施設」
の一つであり、「生涯学習」をサポートないし
推進する役割を果たしていることについては論
をまたない。しかし、かつて1専物館の職員とし
て勤務した経験を踏まえると、今回の大学にお
ける学芸員養成カリキュラムの大幅な改訂のね
らいとするところを考えれば、「博物館教育J
についての捉え方は今後いっそう充実させる必
要があると言わざるを得ない。それは、博物館
来館者の個人の学び、及び社会教育施設の専門
職員である学芸員や関係するスタッフの果たす
べき教育的役割というこつの側面から先ず探究
されるべきことである。さらに、社会的存在と
しての博物館が、現代社会において果たすべき
役割という意味においても、探求されなければ
ならない。
この間、地方の国立大学において「大学開放」
を理論的・実践的に追求する立場から、様々な
テーマ・内容で生桂学習について言及してきた。
以前勤務していた岩手大学で、ボランテイアの
養成を含めた「大学ミュージアムJの運営にも
関わった経験から、「地域生涯学習」ゃ「大学
開放」との関連を念頭におきながら 「博物館教
育論」の在り方について私見をとりまとめたい、
と考える。
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l.地域生涯学習の推進とその担
い手の育成
( 1 )地域生涯学習と社会的な教育システム
グローパル化や少子高齢化が進行する中で、
住民は地域における様々な課題に直面してい
る。とりわけ昨年の「東日本大震災」以降、深
刻な問題が生じている。
地域住民には課題として、復興計画の中で、
社会教育の現代的課題として捉えられるものに
柱として位置づけられるべきである、というの
である。そしてその意味でも、個人や行政・企
業・ボランテイア・ NPOなどで「地域をつく
る学びjが必要とされているということであり、
そういう視点から「地域創造教育Jが重要な視
点として位置づけられるべきである、というこ
とである山。
今日、地域社会を取り巻く状況は深刻化して
おり、「グローパルイヒJの進展の下の地域間格
差は拡大し、「少子高齢化Jの中で地域によっ
取り組む上で、「教育のシステム化Jが必然的 ては高齢化率が40パーセント台になり、 「限界
に求められることになる。その「システムJを 集落」も増加しているo この動向は、住民が労
構築するものとして、公民館や図書館、博物館. 働・生産・生活を営む地域の条件によって多様
などの社会教育施設、民間企業、 NPO、マス
コミ、大学等多くの組織・個人が関わり合うこ
とになる。
例えば、昨年の「東日本大震災」を経験して、
改めて地震や津波の発生のメカニズムについて
理解することが必要とされるとともに、災害か
ら逃れるための知識、教訓等についての学習機
会を求められるようになっている。
そこでは、大学を始めとする研究機関の研究
者や様々な領域の行政担当者、企業、救援活動
に参加したボランテイア・ NPO、被災した住
民などの協働・協同が必要とされている。
「地域生涯学習の推進」という課題に関連し
て、鈴木敏正の言う「地域創造教育Jの視点か
ら考えてみたい。鈴木は、「内発的発展を進め
るためには地域住民の自主的・主体的な学習実
践、すなわち自己教育活動が不可欠であり、 21
世紀においては、自己教育を本質とする社会教
育の論理を組み込んだ内発的発展論が求められ
ているということである。しかし、そのために
は同時に、生涯教育・社会教育の側からも『地
域をつくる学びJを育てる 『地域創造教育Jを
発展させなければならない」と指摘する l10筆
者なりに理解すれば、「地域課題・生活課題J
を「内発的発展Jというコンテクストの中で克
服しようとすることが大事であり、そのために
は「自己教育を本質とする社会教育」が重要な
な事象となって現れている。その基盤には、産
業構造の変容とそれに伴う社会構造 (社会的人
間関係)の変容がある。一方で、はそうした社会
変動にともなって地域社会が解体している所も
あるが、他方では積極的に「地域づくり」に取
り組む地域もある。
こうした傾向は、様々な形で「博物館Jにも
影響を及ぼしている。例えば、人口減少が急激
で、地域に居住する若者・絶対的人口が減少す
ることで、かつての地域社会・人間関係によっ
て継承されてきた生活文化・伝統的な文化が消
滅した事例も多い。勿論、目的意識的に生活文
化・伝統文化を継承する取り組みをしている地
域も多い。こうした中で、博物館は、地域の生
活文化・伝統的文化を有形・無形の「資料」と
して収集・保存することが必要とされてくる。
かつて、筆者は、「アイヌ民族」に関連して文
化の継承・発展という課題を博物館が積極的に
担うべきではないか、と提起したことがある320
かつての狩猟・採集を主な生活基盤としていた
明治以前と比較して、大きく異なる生活条件に
あってもなお、民族として文化を継承しようと
する努力がなされていることに注目したい。ま
た、この小論が執筆された当時と比較して、社
会のマイノリテイに対する配慮がなされるよう
になってきているのだが、決して十分なものと
は言えない。その意味でも、博物館が地域の生
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活文化・伝統的文化を保存・継承しさらに発展
させる役割を担うよう期待したい。
また、「社会的協同関係Jに注目した場合、
公民館活動と連動して積極的に「社会的協同J
を再生産ないし創造しようとする取り組みが各
地で展開されていることにも注目する必要があ
る。公民館と博物館は同じ条件下にあるわけで
はないが、これまで以上に博物館が「地域づく
りJや「社会的協同」といった課題に積極的に
取り組む必要がある、と考える 4ho
(2) r大学開放Jと博物館
地域課題に取り組む個人や行政・企業・ NP
O等も多い。環境問題や経済発展、福祉、医療
等々、多くの課題には、その課題について正確
に認識する上で継続的な学習が不可欠となる。
また、そこでは「学習」が「学習」として完結
するのではなく、学習の成果を「実践Jへと発
展させ、「実践を通して学習を深める」という
ことが追求されなければならない。また、「実践」
も、多くの場合は「社会的協同」で追求される
ことになる。
このように考えた場合、個人や行政・企業-
NPOの学習をサポー卜するものとして(行政
や企業・ NPOの内部で学習活動を展開するこ
とも多いのだが)外部に講師やファシリテー
ターなどを求める場合も必要とされてくる。そ
こで、恒常的に研究活動を行っている大学や教
育機関などの果たす役割が注目されることにな
る。
「大学開放」をネットワークの組織化という
文脈で捉えるならば、博物館もその一翼を担う
ことが求められている却。
ネットワークの組織化ということは、様々な
課題ごとに追求すべきものである。例えば、昨
年の東日本大震災による被災者の支援という課
題は、国家や自治体・組織・企業・個人に即し
て設定されるべきである。その課題を具体化す
る際に、より効果的に対処する上で、様々なレ
ベルでのネットワークが必要とされてくる。実
際、「とやま 311ネットJは、富山に移り住
むようになった人々の支援活動を行う上で、極
めて積極的に活動し、多くの成果を上げること
ができている 610
博物館が関与し得るネットワークには、教育
や文化活動をはじめ、地域づくり・地域の活性
化を図る多様なものが考えられる。例えば、青
森県では、「教育支援プラットフォーム」の組
織化が図られているが、これには「三沢航空科
学館」が重要な役割を果たしている。学校教育
と連携し、博物館で蓄積された資料や研究成果
を活用した教育活動を、博物館から学校に「ア
ウト・ 1)ーチJする活動である。のみならず、
学校教育をサポートする体制を企業や、 NPO
などを巻き込んで「教育支援プラットフォーム」
を組織する上で、「三沢航空科学館」は地域の
センター(事務局)としての役割も果たしてい
る。
また、 「エコミュージアムjという構想は、
基本的に博物館聞の連携・博物館運営への住民
参加という内実をもつものとして性格づけられ
ており、その意味では 「ネットワークJが基軸
に据えられている、と捉えることができる。
「大学開放Jの一環として、近年「ユニパー
シティミュージアム」が多くの大学で設置され
るようになってきている。大学によって、その
位置づけ・果たすべき役割や機能において異
なっている。「研究」、「展示」、「資料保存」等、
どの博物館機能に重点を置くかは様々である。
岩手大学の「大学ミュージアムJの運営を一例
に挙げると、めざしていたことは、単に大学の
一施設の管理運営を担当するということにとど
まるものではなく、「大学開放」の拠点として
位置づけようとするものであった。即ち、大学
ミユージアムの役割は、第一に、大学として蓄
積した研究活動の成果と現在の教員の研究活動
の過程で集積された資料ーなどを「公開」するこ
と、第二に、展示解説を行うボランティアを養
成し、来館者の展示見学をとおした学習をサ
ポートすると同時に、ボランティアに参加する
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市民の学習をサポートすることであり、これら
は大学開放の基軸となっている 7〉
皿. I博物館教育論」の基本的な
捉え方
( 1 )博物館の果たすべき機能としての教育
博物館が社会的に果たすべき機能は、調査研
究、資料の収集・保存・管理、展示、教育普及、
情報提供、として捉えられる。「情報提供Jは、「教
育普及」の一部として考えることも可能かもし
れないが、「ネット社会Jといわれる今日に対
応した、相対的に独自な機能として考えたいと
思う。具体的には、ホームページを開設して様々
な情報発信を行うことである(アクセスの方法、
特別展示の紹介、教育普及事業の広報、博物館
活動の報告、I研究紀要lや f年報j等の出版
物の Web上での公開、所蔵している資料につ
いてのデータ提供、等々)。技術的な発展にと
もなって、多様な方法で多様なコンテンツを提
供できることから、最近はバーチャルミュージ
アムという形で情報提供している博物館も多く
存在する。
ところで、今まで「博物館教育」という用語
は、多くの場合、博物館が持つ機能として、あ
るいは博物館が果たすべき役割・活動のーっと
して捉えられてきた。しかし、「博物館とは何かJ
とか円専物館の利用の仕方」を教育内容として
いる、という捉え方もある。そこで「博物館が
果たしている教育機能をどのように捉え、今後
充実させていくべきか」という基本的な立場か
ら論点整理を試みたい。
この間、博物館の教育機能を重視する傾向が
強まってきている。博物館の教育機能について、
かつて倉田公裕は博物館法第2条の定義をふま
え、「博物館の存在理由とは一体何であろうか。
端的に言えば博物館は博物館活動を行い、社会
の教育を役割とする機関といえよう」と述べた
ことに注目したい則。倉田の場合、法律上博物
館が社会教育施設として位置づけられている、
ということを単に確認しているのではない。北
海道立近代美術館の館長としての実践において
も、積極的に教育活動を重視し、その精神の実
現を図っていた。
また、若宮広和の捉え方では、展示を含めて
「教育機能」が構成されている。即ち、「展示事
業」、「出版事業」、「教育事業」の3つで博物館
の教育事業として位置づけていたのである 9J。
筆者も、博物館の展示は、社会教育施設として
博物館が果たすべき社会的役割を実現する活動
として最も重要なものの一つであり、優れて教
育的機能を発揮している、と考える。また、多
くの博物館来館者は、その来館目的が展示見学
にあるということができ、実際に展示見学をと
おして多様な教育学習効果を実現しているので
ある。また、『ガイドブックjゃI展示解説書j、『図
録』等の一般向けに編集発行された各種印刷物
は、「自己教育」活動の優れた教材として重要
な役割を果たし得るものであり、学芸員の調査
研究活動の成果を集約した[調査報告jや 『研
究年報jなども、場合によっては教材となり得
るものである。そして、「講演会」ゃ「講習会」、「見
学会」、「展示解説J等々の教育事業は、 一義的
に 「教育活動」として位置づけられる。
しかし、そうした教育論を展開する前提とし
て、各種の教育事業に参加する「受講者」や「参
加者」を「学習主体jとして位置づけた上で、「学
習者の学習過程」という視点からは、十分な分
析がなされてこなかった、と言えるのではない
だろうか。
なお、 「博物館教育論」に焦点を絞って論述
するならば、展示については「博物館展示論」
として、周知のように今回の博物館学関係の講
義の改訂において、独立させて講義科目として
設定されることになっているからである。
筆者が散見した中では、これまで博物館の関
係者の中で展開されてきた「博物館教育論」は、
総じて博物館が実施している教育的活動の実情
に即して、その活動の教育的機能の確認に終始
? ??
??
していた面が多かったと考える。勿論、多様な
教育方法が展開され、それに伴って様々な教育
内容が構成し得るため、それは博物館ならでは
の積極的意義に基礎づけられた議論であった。
府野光行は、「博物館教育論」について、 f博
物館学事典jの中で次のように述べている。即
ち、 12009(平成21)年の学芸員養成科目の見
直しの際に新たに設けられた2単位の科目。博
物館の教育活動の充実と重要性が世界的にも要
請されていることも踏まえ、設定された。それ
まで科目として設けられていた f教育学概論j
の内容の一部も含むものとされ、博物館におけ
る教育活動の基盤となる理論や実践に関する知
識と方法を習得し、博物館の教育機能に関する
基礎的能力を養うことをねらいとして、学びの
意義、博物館教育の意義と理念、博物館の利用
と学び、博物館教育の実際、の観点から取り扱
うことにしたJlQ'と。崎野は、このカリキュ
ラム改訂に際して、「全日本博物館学会Jの内
部に設定された検討委員会の委員長を務めた
が、筆者もこの委員会の委員として議論に参加
している。
l崎野が言う「学びの意義、博物館教育の意義
と理念、博物館の利用と学び、博物館教育の実
際」ということを理論的・実践的に深める上で、
筆者は少なくとも次の3点が必要で、はないか、
と考える。第一に個別的な博物館における教育
実践に即した検証を行う、第二に他の社会教育
(公民館、図書館など)との比較を行う(相違
性と同一性の両方で捉える)、第三に、社会教
育施設を拠点とした住民の社会教育 ・生涯学習
を離れて、より一般化した中での「個人の学習
と教育Jについて整理する、ということである。
関連して小原千夏は、「博物館教育学jにつ
いて、 「博物館教育は、年々多様になっており、
展示のほか、展示解説、講座、サークル活動、ワー
クショップなど、様々な教育活動があるJ1 と、
多様な形態のものが実践されていることを指摘
している。さらに、「博物館教育の特色は、資
料に立脚していること、調査研究がなされ情報
が蓄積されていること、学芸員その他専門職員
がいること、にある。つまり、『ものjfことjfひ
と1による複合的な教育が可能だということに
あるJ12'としている。こうした認識の上に、「博
物館教育学」の課題を「博物館教育の実態、効
果、問題点などを明らかにし、今後の在り方を
探るJ13)ことにある、としている。筆者も基
本的に同じ認識である。
(2)博物館法に示された教育的活動
先に触れたように、大学における養成カリ
キュラムの大幅な改訂が図られ、「博物館教育
論」が新たに設定された。この「博物館教育論」
をどのような内容で構成するべきかということ
を念頭におきながら、ここで博物館法に示され
た教育に関わる条文について吟味してみたい。
先ず、第 l条の「この法律の目的Jでは、 「こ
の法律は、社会教育法(昭和二十四年法律第
二百七号)の精神に基き、博物館の設置及び運
営に関して必要な事項を定め、その健全な発達
を図り、もって国民の教育、学術及び文化の発
展に寄与することを目的とする」と明記されて
いる。「博物館の健全な発達を図る」と同時に、
そのことで「国民の教育、学術及び文化の発展
に寄与する」ことが意図されていた、というこ
とである。また、何よりも「博物館法」の基礎に、
「社会教育法の精神」を置くと明記することで、
博物館を社会教育施設として位置づけた、とい
う点を確ZEしておきたい。
次に、博物館法に規定された「教育機能」に
ついて触れてみたい。やや長くなるが、紹介し
たい。第2条では、 「この法律において 『博物
館jとは、歴史、芸術、民俗、産業、自然科学
等に関する資料を収集し、保管(育成を含む。
以下同じ。) し、展示して教育的配慮の下に一
般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、レ
クリエーション等に資するために必要な事業を
行い、あわせてこれらの資料に関する調査研究
をすることを目的とする機関(社会教育法によ
る公民館及び図書館法(昭和二十五年法律第
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百十八号)による図書館を除く。)のうち、地
方公共団体、民法(明治二十九年法律第八十九
号)第三十四条の法人、宗教法人又は政令で定
めるその他の法人 (独立行政法人 (独立行政法
人通則法 (平成十一年法律第百三号)第二条第
一項に規定する独立行政法人をいう」となって
いる。この第2条の 「定義Jでは「教育機能J
や「教育普及」という用語は見いだすことはで
きない。しかし、 i(一般公衆の)教養、調査研
究、レクリエーション等に資するJということ
は、「社会教育法jで示された国民の「自己教育」
の内容の一部を構成している、と捉えることが
できょう 1430 さらに今日的には生涯学習の理念
にも連なるものとして位置づけることが可能で
ある、と考える。
第3条 「博物館の事業Jには、具体的な活動
が提起され、その中には、「教育機能jや「教
育普及」を意味するものが示されている。以下、
具体的に紹介しよう。
先ず、「第一項三号」では 「一般公衆に対し
て、博物館資料の利用に関レ必要な説明、助言、
指導等を行い、又は研究室、実験室、工作室、
図書室等を設置してこれを利用させること」が
挙げられている。「資料の利用に関し必要な説
明」は、専門職員である学芸員によってなされ
る場合もあるが、 1970年代以降は「展示解説」
を行う「解説員」といった専門職員が配置され
る博物館が増加し、さらに近年では、住民のボ
ランテイア活動によって担われる例も増えてい
る。先に紹介した「岩手大学ミュージアム」の
場合も含めて、展示解説を行うことで博物館の
教育機能は一段と充実する、と言うことができ
ょう。
また、「研究室、実験室、工作室、図書室等
を設置してこれを利用させるJということは、
管理上のこともあり、必ずしも多くの博物館で
追求されているとは言い難い。しかし、「図書室」
については、比較的規模の大きい博物館では設
置されている例が多く、展示資料に関連した図
書や、博物館が発行している各種印刷物等が配
架され、住民の学習活動に利用されている。
「第一項第六号」では、「博物館資料に関する
案内書、解説書、目録、図録、年報、調査研究
の報告書等を作成し、及び頒布することjが示
されている。先に紹介した若宮などの「博物館
教育」においても明記されているとおりである。
今日的な状況としては、「頒布」するというこ
ともさることながら、 Web上で積極的に公開
する、ということが追求されてきている。
「第一項第七号」では、「博物館資料に関する
講演会、講習会、映写会、研究会等を主催し、
及びその開催を援助すること」が挙げられてい
る。「講演会、講習会」等は、今日では一般的
な「教育普及事業」として、様々なテーマ・内
容で実施されている。個々の博物館の置かれた
状況によって異なるが、「見学会」ゃ「観察会J、
さらに「ワークショップJなど名称・方法も多
様化している、ということができる。「映写会J
ということについては、ある意味では「時代的
制約」といえよう。「映画フィルム」や各種「映
像資料」は今日なお博物館の重要な資料になっ
ているが、かつて広範に行われていた「映写会J
は影を潜めた。映像関係における技術革新は著
しく、それが博物館の世界にも反映している、
ということである。
「第一項第八号」では、「当該博物館の所在地
又はその周辺にある文化財保護法(昭和二十五
年法律第二百十四号)の適用を受ける文化財に
ついて、解説書又は目録を作成する等一般公衆
の当該文化財の利用の便を図ること」が挙げら
れている。「文化財」としては、考古遺物・埋
蔵文化財が思い浮かぶが、今日では工場などの
産業遺産や橋梁なども含めて広く捉えられ、積
極的に保存されるようになってきている。こう
した活動も、住民の「自己教育」ゃ「地域生涯
学習Jの推進という文脈で、は重要な意義を持っ
ている、と考える。
「第一項第十号」では、「他の博物館、博物館
と同一の目的を有する国の施設等と緊密に連絡
し、協力し、刊行物及び情報の交換、博物館資
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料の相互貸借等を行うこと」が挙げられている。
実際、博物館間で各種印刷物が交換されたり、
特別展開催の際には資料の貸借も実施されてい
る。また、都道府県や全国レベルで 「博物館協
会」が組織され、博物館・学芸員などの交流も
追求されている。インターネットを利用した交
流・ネットワーク化も模索されている。
「第一項第十一号」では、「学校、図書館、研
究所、公民館等の教育、学術又は文化に関する
諸施設と協力し、その活動を援助すること」が
挙げられている。博物館の特徴をいかした形で、
教育機関や研究機関・文化施設等との幅広い連
携が想定されていた、ということである。
このように見てくると、博物館法が制定され
た1951年当時すでに多様な教育機能を追求す
ることが想定されていた、ということができょ
う。勿論、時代的制約という面もあるが、「社
会教育施設」として住民の「自己教育Jをサポー
トする基本的立場が示されていることからは、
先にも触れた「地域生涯学習の推進Jというこ
ととの関連も含めて、多くのことを学び取るこ
とができる。
(3) r学校教育との連携j
先に触れた博物館法「第三条第二項」では「博
物館は、その事業を行うに当つては、土地の事
情を考慮、し、国民の生活向上に資し、更に学校
教育を援助し得るようにも留意しなければなら
ないJと示されている。博物館と学校教育との
連携については、古く戦前の「教育博物館」の
時代から追求されてきた経緯はあるのだが、実
際には博物館法制定当時は博物館の設置数も少
なく、必ずしも積極的に位置づけられてこな
かった、ということができょう。しかし、近年
では、博物館における教育機能を追求する上で、
学校教育との連携を積極的に志向することも顕
著である。「国立民族学博物館」など多くの博
物館で、「博学連携」ということが実践的に追
求されてきている。
学校教育の一環で、博物館を利用する場合は、
かつては団体行動の中で展示見学をすることが
中心であった。社会科の単元で、地域の歴史を
学習することが必要とされ、その関連で博物館
展示を「教材Jとして活用しよう、というもの
である。
見学・研修旅行(修学旅行含む)の一環とし
て、名所旧跡を訪れる場合もあるが、最近は著
名な博物館や、遠隔地にあるため訪れることの
少ない博物館を訪れ、 lつのテーマに焦点を当
てて調べ学習をするというケースもある。歴史
学習や科学技術の学習など、博物館の展示に応
じて、多様な教科においていわば「教材」とし
て活用し得るものである。とはいえ、「博物館
の利用の仕方」を学ぶことが少ないという面も
あり、その意味での「博物館教育Jという課題
も存在している、ということができょう。
また、総合的学習を進めていく中で博学連携
の一環として、博物館資料を学校教育の中で活
用する教育実践もあり、それをサポートするこ
と(資料を貸与したり、学芸員が教育内容を編
成する上で専門的な知識を提供するといった協
力)も追求されている。
N.社会教育・生涯学習論との関
速の捉え直し
一博物館の発展を目指してー
( 1 )教育と学習
ーその相互規定的な関係一
ここでは、「教育Jr学習Jといった概念につ
いて簡単に検討してみたい。
「学習」は、個人が生活を営む上で恒常的に
行っていることであり、いわば社会的存在とし
ての人間の「存在形態」であると言えよう。そ
の意味するところは、日常生活の中で様々な人
間関係(家族、職場、地域などの人間関係)を
通じて「学習」したり、メディア・インターネッ
トなどを利用して、現代的課題、地域・生活課
題等を「学習Jしている、ということにある。
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この「学習」という行為は、一定の目的意識 した研究成果をふまえて、博物館においても教
的な「行為」ゃ「行動」としてイメージされて 育機能について実証的に研究していくことが求
いる。しかし、人間の「行為」や「行動」は、 められている、ということである。
必ずしも「意識的に」方向付けられたものとし
て遂行されていない局面においても一定の学習
効果を上げる場合もある。「行為」ゃ「行動」
の遂行の中に、学習効果をもたらす可能性を内
在させている、と捉えることができるのではな
いか、と考える 15)。
「教育」と「学習Jについて考えた場合、そ
れは相互規定的な関係として捉える。「学習Jは、
自ら学ぼうとする個人(学習主体)が外界に働
きかける行為である。自然や社会的な環境と密
接に関わり合う営みである。多くの場合、社会
的に提供される様々な情報・学習媒体との関わ
りの中で学習という行為は成立している。ま
た、「他者」との関係の中で営まれる行為であ
る。この場合、 「他者」が積極的に一定の働き
かけをしようとするのが「教育jということに
なる。その「他者」は、社会的な一定の役割を
担う存在として立ち現れてくる。具体的には、
学校という社会的なシステムの中で「先生Jと
いう役割を担うものとして立ち現れる。あるい
は、社会教育施設の専門職員(例えば、博物館
の学芸員など)といったように。今日では、民
間教育産業やNPO等が「教育機会」を提供す
ることも多い。また、「大学開放」ということで、
大学教員が地域住民・市民を対象として「教育」
の役割を果たすことも多い。
このように、「教育」と「学習」をめぐっては、
様々な角度から議論する必要があるが、少なく
とも「場」と「場を構成する条件」を設定する
必要がある、と考える 1610
また、社会教育・生涯学習の領域では、この問、
教育方法論に関する実践・研究の蓄積もなされ
てきている。とりわけ多様な「参加体験型」の
学習方法として、近年、様々な実践と理論的蓄
積がなされてきている。もっとも、その多くは、
社会教育施設の中では「公民館」における学習
活動や研修の場において追求されてきた。こう
34 
(2)博物館を利用した住民の学習活動
ここで、改めて博物館教育論のパラダイムと
社会教育・生涯学習について簡単に考察してみ
たい。
博物館を訪れる人を対象として教育学習を論
じる場合、少なくとも展示見学という利用方法
の場合と、講演会等一定の教育的条件の下で展
開される教育学習とに区分する必要がある。と
いうのは、「展示見学Jという行為、即ち「学
習の営み」の積極的な意義とその「限界」は、「講
演会」ゃ「講座J等の学習機会に参加すること
で実現する「学習効果」と相対的に異なるもの
として捉えられるべきである、と考えるからで
ある。
多くの来館者の展示見学をとおした学習と教
育について考えてみよう。子どもから高齢者ま
で、年齢層は極めて広い。博物館の個別性を考
えた場合、動物園や美術館、歴史系博物館、科
学館、といった種類によって来館者の求める学
習内容が異なっているe さらに、学習歴や世代
的な文化の共有状況の違いなども反映してく
る。それは「展示見学」において一段と顕著と
なる。
また、 一過性の来館者とリピーターとでは、
利用頻度を規準とした来館者即ち住民(学習者)
の性格づけも必要とされてくる。少なくともリ
ピーターの場合、その多くは博物館の展示や教
育活動に強い関心を持ち、実際に展示見学のみ
ならず、講習会、講演会等の多様な博物館事業
に積極的に参加している。さらに地域における
自然・環境等や歴史・文化など、展示内容に関
わる専門分野に比較的強い関心を持っている、
ということが想定される。こうした学習者の場
合、「共同学習jや「学習した成果を社会参加
に生かす」ということも事業の目的として設定
するべきではないか。実際、多くの博物館では、
こうしたリピーターカ汁専物館ボランティアとし
て活動していることも多い。
とりわけボランティア活動については、今日
では自立的な組織活動を行う例も生まれてきて
おり、今後自主的に研修や学習活動を行う他、
博物館が主導して行う調査研究活動に参加する
ことや、資料の所在調査などにおいて、ボラン
テイアスタッフ(住民)も調査員として参加す
る、あるいは共同での調査・研究活動に携わる
という機会も多くなるだろう。
以上をまとめると、博物館の展示見学をとお
した学習活動(展示解説を受けることも含めて)
や講演会・講座等に参加することで実現する教
育学習効果について実践的・実証的に探究する
ことが重要である、ということになる。また、
継続的に博物館の教育の場に参加することで実
現する教育学習効果についても検証する必要が
あり、それは住民の「社会参加」との関わりも
視野に入れて行われる必要がある、ということ
である。さらに、地域生涯学習の推進という文
脈の中で、「地域創造教育jや生涯学習ネット
ワークの形成の一端を博物館が担う、といった
点も重視される必要がある、ということである。
博物館学の関連授業科目として、これまでも
「生涯学習論」ゃ「博物館情報論Jが必修科目
として位置づけられてきた。しかし、「生涯学
習論」の領域は極めて広く、講義内容を「図書
館司書Jr社会教育主事Jr学芸員Jという個別
の社会教育専門職員に絞って、資格取得のため
にシラパスを作成することは、複数の資格を取
得できる大学が多い現状では難しいと考える。
しかしながら、社会教育専門職員の対応しなけ
ればならない個別の社会教育施設に対応できる
「生涯学習者」のより実践的な「教育論Jr学習
論」等の専門的教育は必須であると考える。
v.結び
この小論では、博物館教育論をめぐって、筆
者なりの教育論・生涯学習論を基礎として、一
定の論点整理行うことができた、と考える。長
らく「大学開放jに関する研究と実践を追求し
てきたが、その中からも「博物館教育論Jを構
築していく上で重要な論点を見いだすことがで
きた、と考える。簡単に要約すれば、次のよう
になる。
第一に、博物館法第l条の「目的J及び第2
条の「定義」、そして第3条で示された具体的
な事業から、豊かな「教育機能」を読み解くこ
とカfできる。
第二に、社会教育・生涯学習における「教育」
と「学習」について基本的な整理を行った。「学
習」と「教育」を相互作用として捉えることで、
「学習主体」というものの性格付けがいっそう
明確になる、と考える。また、社会教育法に言
う「自己教育jについても、今日的に捉えなお
すことができる、と考える。
第三に、社会教育施設としての博物館に即し
て 「教育機能Jを捉えると同時に、地域課題・
生活課題に関する地域生涯学習を推進する上
で、博物館が果たし得る役割に注目する視点の
必要性を探究することが重要で、ある、と考える。
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く注>
1 )鈴木敏正 「内発的社会経済発展と 『地域をつく
る学びjJ(宮崎隆志・鈴木敏正編著 f地域社会発
展への学びの論理 下北町産業クラスターの挑
戦j、序章、 1頁、北樹出版、 2006年)。
2)関連して、筆者は地域の持続的発展を図る課題
と大学開放について別の機会に触れているので参
照されたい。拙稿 「今日的な大学の役割と地域生
涯学習の方向性一持続的発展を目指して一J(r富
山大学地域連携推進機構生涯学習部門 年報j、
第13巻、 2011年)。
3)拙稿「アイヌ文化の継承と博物館の役割J(日
本社会教育学会編『多文化・民族共生社会と生涯
学習』、東洋館出版、 1995年)。
4) I社会的協同」については、鈴木敏正 f教育の
公共化と社会的協同一排除か学び合いか-J(北
樹出版、 2006年)などを参照されたい。
5)地域生涯学習を推進する上でネ ットワークの形
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